
高齢者の暮らしと人権を守るために 

介護保険改悪、なんとか押し戻しました、が、まだまだ油断はできません 

 

2024 年度開始する介護保険第 9 期の改正に向けて、年末 12月 20 日、社会保障審議会介護保険部

会の答申が公表されました。次期改定のために介護保険部会に付された改正案は、給付の削減と負

担増を露骨に押し出した史上最悪の改定案でした。これが実現したら、介護保険制度は持続しても、

要介護高齢者の生活は破壊されます。私たちは 10月から 11月までの２か月の間に、「史上最悪の介

護保険改定を許さない！」と銘打って、計 4 回のＷＥＢ集会、1 回の院内集会を開き、要介護当事

者、介護家族、介護サービス事業者、医療関係者等、関係者の怒りの声と改定案に対する危惧を訴え

ました。負担が増した上にサービスを削減して要介護高齢者はどうやって生きろというのか、負担

増で利用者がサービス利用を抑えれば事業者の収入が減り経営がなりたたなくなる、在宅医療は介

護保険サービスがあってこそ可能と、強い危機感から各方面の関係者が参加して反対の意思を表し

ました。当日参加の他に YouTube 配信し、のべ４万回超のアクセスを得て、現在も反響を拡げてい

ます。 

その結果、私たちが「史上最悪！」と指摘した改定案のうち、要介護 1，2の訪問介護・通所介護

の総合事業への移行（介護保険サービスからの排除）とケアプランの有料化は今期見送りとなりま

した。私たちが反対の声を上げた成果だと、ひとまずは勝利宣言をしたい思いです。しかし、利用料

2割負担対象者の拡大、高所得者の 1号保険料の負担見直しについては、今年夏までに結論を出すと

していますから、まだまだ油断はできません。これまでの改正では「高所得」の基準を示さずに見直

しを行ってきました。また年収基準を低くすることで 2 割負担の対象者拡大することを狙っている

ようですが、昨今の異常な物価高騰は、年金生活者を直撃しています。負担増は直ちに利用抑制に

つながるでしょう。必要なサービスが得られなければ、要介護高齢者の生活は崩壊します。施設に

も入れず、「在宅」という名の「放置」を招くでしょう。 

また、通所介護と訪問介護の複合化、ロボットの導入による人員配置基準の緩和や「科学的」介護

の推進など、生産性や効率化に名を借りながら、現場の実態をないがしろにした労働強化につなが

っていることも見逃せません。このままでは介護職員は疲弊するばかりです。 

防衛費の増額には多額の公費を投入することをためらわない国が、介護保険に対しては「制度の

持続可能性」を盾に負担の増加と給付の抑制を図るばかり。国家の安全保障より人間の安全保障が

優先されるのが当然です。誰もが安心して老後を生きられる社会をめざして、公費負担を拡大し、

介護労働者の処遇を改善し、必要なサービスが必要な対象に届くような抜本的な介護保険の改正を

強く求めます。 

 

史上最悪の介護保険改定を許さない!! 連続アクション参加者一同 


